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Federis and Associates Law Office は、知的財産に特化したフィリピンの専門的な法律事務所である。

30 年以上にわたり、フィリピンのリーガルマーケットにおいて指導的地位にある。Bugayong 氏は、商

標および特許を専門とする弁護士である。 

 

 本稿では、最近の商標事件に関するフィリピン最高裁判所の判決およびフィリ

ピン知的財産庁（IPOPHL）の審決について紹介および考察する。 

 

フィリピン最高裁判所の事件 

 

Seri Somboonsakdikul vs. Orlane S.A.事件（G.R. 188996、2017 年 2

月 1 日） 

 

 判決および法理：最高裁判所は、要部観察を用いて判断された外観上および称

呼上の顕著な相違点を理由に、LOLANE は ORLANE の紛らわしい模倣ではない

と判示した。要部観察を適用する際に、最高裁判所は次のように述べた。：「出

願商標に関して何が要部とみなされるかについて定める規則は存在しないもの

の、通常の需要者の注意を容易に引きつける当該ブランドの印、色彩、図案、固

有の形状もしくは名称、または多少なりとも独特な記憶しやすい特徴を考慮に入

れるのが一般的である。」 

 

                

 

 最高裁は、IPOPHL ならびに控訴裁判所による先の決定を破棄し、商標

LOLANE と ORLANE との間には通常の需要者に混同の可能性を引き起こすよう

な紛らわしい模倣は存在しないと判示した。最高裁は、競合商標の混同の可能性
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について判断する際に、商標の要部、すなわち「最初に目を引く文字、図形また

は明確に視覚および聴覚に訴える部分」に焦点を絞る要部観察を採用した。 

 

 最高裁は、接尾辞 LANE が競合商標の要部であるという主張を退けた。双方の

商標が記載または印字される方法が異なっており、ORLANE は普通の黒い大文字

であるのに対し、LOLANE は 2 つ目の L と A が合体したデザイン化された単語で

あると、最高裁は指摘した。 

 

 また、最高裁は、LOLANE［lo- leyn ］および ORLANE［or- lan］における音節

LANE の発音を区別して、ORLANE はフランス語に由来するため、IPOPHL が述

べたような［or- leyn ］ではなく、［or- lan］と発音されると判断した。つまり、

双方の商標は、称呼上異なっているということである。最高裁はさらに、

ORLANE を［or- leyn ］と発音する一部の需要者が存在するとしても、ORLANE

が 40 年以上にわたりフィリピンで販売されてきたことに鑑み、適切な発音［or-

lan］を認識している需要者が存在すると強調した。 

 

 注目すべき点として、最高裁は、競合商標の商品の性質について、さらに双方

の商品が一致、類似、競合または関連しているかどうかについては、検討しなか

った。その理由として、最高裁は、混同の可能性を判断する際の必須要素、すな

わち LOLANE という商標自体が、商標 ORLANE の模倣ではないことを挙げた。

つまり、競合商標の類似性は、当該商標が用いられる商品の類似性とは別個の要

件であり、混同してはならないということである。 

 

Wilton Dy and/or Philites Electronic & Lighting Products vs. 

Koninklijke Philips Electronics, N.V.事件（G.R. 186088、2017 年 3 月

22 日） 

 

 判決および法理：フィリピン知的財産法（IP 法）第 123 条 1 項(e)の規定に従

い、フィリピン裁判所または IPOPHL により、諸外国およびフィリピンにおいて
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周知とみなされる商標は、フィリピンで登録されているかどうかを問わず、他者

がフィリピンで登録することはできない。最高裁は、本件において、PHILITES

が登録されている周知商標 PHILIPS の模倣であると結論づけたが、要部観察およ

び全体観察の双方を適用した。要部観察は、競合商標の要部が PHILI の 5 文字で

あると判断する際に用いられ、全体観察は、双方の電球の製品パッケージの類似

性を検討する際に用いられた。 

 

          

 

 最高裁は、Philips に有利な判決を下す際に、商標 PHILIPS がフィリピンにお

いて既に登録された周知商標であることを認定した。 

 

 混同を生じる類似性の争点に関して、最高裁は、要部観察および全体観察の双

方を適用した。要部観察では、競合商標の要部に焦点を絞って検討すると共に、

視覚的および聴覚的印象が購入者の心理にどのように影響を及ぼすかを判断しな

ければならない。最高裁は、この要部観察を適用する際に、PHILITES の最初の

5 文字 P-H-I -L- I が「視覚的に需要者の注意を引きつける」ことにより PHILIPS

と混同および誤認を生じるという控訴裁判所の認定に同意した。 

 

 さらに最高裁は、Philites Electronic が自己の製品パッケージに表示している

PHILITES の使用態様と、PHILITES の商標出願に使用された商標見本との明ら

かな違いを比べると、混同を生じる類似性が顕著になると指摘した。 

 

 最高裁は、この認定を裏付けるために、全体観察も適用し、製品ラベルやパッ

ケージを含む、製品に用いられている商標全体を検討した。パッケージにおける

相違はごくわずかであり、実際のパッケージに表示された競合商標は、「双方の

商標の強い類似性により、購入者に誤認および混同を引き起こす可能性がある」

ことを証明しているという控訴裁判所の結論が、最高裁により支持された。 
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 本件における最高裁判決は、PHILITES および PHILIPS が混同を生じるほど類

似しているという結論に至るまでに、要部観察および全体観察が同等の重要性を

もって適用されたことを示している。 

 

Emerald Garment Manufacturing Corporation vs. The H.D. Lee 

Company, Inc.事件（G.R. 210693、2017 年 6 月 7 日） 

 

 判決および法理：特定の事実または問題が以前の裁判において公正に争点とさ

れ、審理および決定された場合に、判決の拘束力の概念である既判力が適用され

る。この原則を適用するには、当事者および争点の同一性のみが要求される。本

件において、混同を生じるほど類似する商標の登録可能性の争点に関して、

Emerald Garment Manufacturing の主張を認めた以前の最高裁判決が、本件に

おいても H.D. Lee Company, Lnc. に対して拘束力を持つと判示された。 

     

 

 H.D. Lee が商標 LEE & OGIVE CURVE DESIGN の出願を提出したのは 2001

年であり、当時は Emerald 名義の商標出願 DOUBLE CURVE LINES および同名

義の商標出願 DOUBLE REVERSIBLE WAVE LINE （後ろポケットのデザイン）

に対する最終決定がまだ下されていなかった。最高裁は、本件において次のこと

を確認した：（1）以前の事件において、Emerald は 1973 年 10 月から商標

DOUBLE REVERSIBLE WAVE LINE （後ろポケットのデザイン）をフィリピンに

おいて先に使用していたと認定された；（2）別の先の事件において、IPOPHL

は、Emerald が 1980 年 1 月 8 日に商標 DOUBLE CURVE LINES の使用を開始

したと認定した；さらに（3）H.D. Lee は、Emerald が商標 DOUBLE 

REVERSIBLE WAVE LINE （後ろポケットのデザイン）の出願を提出した時点
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で、商標 OGIVE CURVE DESIGN が国内および諸外国で周知であったことを立

証できなかった。その一方で、H.D. Lee は、1996 年に商標 OGIVE CURVE 

DESIGN のみを用いてフィリピンで衣類を販売しており、1981 年 11 月 9 日に

米国で当該商標の出願を提出した。 

 

 H.D. Lee は、本件と以前の最高裁事件との間には争点の同一性が存在しないた

め、既判力の原則は適用されないと主張した。最高裁は、これらの事件の争点全

てが、混同を生じるほど類似している商標 DOUBLE CURVE LINES、DOUBLE 

REVERSIBLE WAVE LINE （後ろポケットのデザイン）対 OGIVE CURVE 

DESIGN の問題を指し示していると判示した。さらに、本件は商標 OGIVE 

CURVE DESIGN ではなく、商標 LEE & OGIVE CURVE DESIGN に関するもの

であるという H.D. Lee の主張は、「こじつけであって、明らかに取るに足らな

い相違に注意を向けようとしている」と最高裁は述べている。H.D. Lee 自身によ

り提出された答弁書面を詳細に検討すると、依然として出願商標の要部である

OGIVE CURVE DESIGN が実際の焦点であることが分かる。 

 

 最高裁は、Emerald は先の事件において既に、H.D. Lee の OGIVE CURVE 

DESIGN に対抗して、商標 DOUBLE CURVE LINES および DOUBLE 

REVERSIBLE WAVE LINE （後ろポケットのデザイン）を登録する権利を明確に

確立していたと強調した。それゆえ、H.D. Lee による商標 LEE & OGIVE 

CURVE DESIGN の出願は、登録を拒絶された。 

 

Mang Inasal Philippines, Inc., vs. IFP Manufacturing Corporation 事

件（G.R. 221717、2017 年 6 月 19 日） 

 

 判決および法理：先の出願日または優先日を有する商標出願または登録商標

（先行商標）と類似しており、公衆に混同を生じる可能性がある商標は、登録を

受けられない。これは IP 法第 123 条 1 項(d)(iii) における登録禁止規定の趣旨で
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あり、かかる登録禁止対象の商標は、次の 2 つの最低条件を満たしていなければ

ならない。： 

（1）当該商標が、先行商標と非常に類似している、または類似していること； 

（2）当該商標が、先行商標の指定商品または役務と一致、類似または関連する

商品または役務であること。 

 

      

 

 最高裁は、Mang Inasal に有利な判決を下し、商標 OK Hotdog Inasal は商標

Mang Inasal の模倣であると判示した。最高裁は、要部観察を適用し、競合商標

においてデザイン化された単語 INASAL が最も顕著な要部であると認定すると共

に、「双方の要部 INASAL は全く同じ赤い書体で、全く同じ黒い輪郭および黄色

の背景を用いて印刷されている上に、各文字を上下にずらした全く同じデザイン

で表示されている」と述べた。最高裁は、商標 OK Hotdog Inasal における他の

要素の存在を無視し、これらの他の要素は、競合商標が関連づけられるという見

解を変えるものではないと述べた。 

 

 さらに、OK Hotdog Inasal はカールスナック製品であり、サリサリストア

（よろず屋）、食料雑貨店、その他の小規模小売店で販売されているものの、

Mang Inasal のレストランサービスとも関連性があると、最高裁は認定した。そ

の理由として、最高裁は、「夫々の指定商品と役務は、inasal（ロースト）およ

びロースト風味の製品を取り扱っているという事実に鑑み、最終的に当該商品と

役務との関連性が認められる」と説明した。つまり、需要者は、Mang Inasal が

当該カールスナック製造者に出資している、さらに Mang Inasal がスナック製造
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業に進出した、またはそうではないとしても、その調味料を供給しているという

誤った推定をしかねないということである。 

 

IPOPHL の事件 

 

Jolliville Holdings Corporation vs. Jollibee Foods Corporation 事件

（Appeal No. 14-2014-0035、2017 年 6 月 8 日） 

 

 審決および法理：IPOPHL は、結合商標 JOLLIVI LLE の登録を認可し、当該結

合商標は商標 JOLLIBEE と混同を生じるほど類似していないと認定した。その理

由は、以下の通りである。「要部観察を適用した結果、需要者は付随する文字で

はなくロゴの方に注意を向けやすい。つまり、デザイン化された「J」が

JOLLIVI LLE ロゴの視覚的要素において支配的であり、下部の文字要素より際立

っている。一方、マスコットの「蜂」の図案を伴う商標 JOLLIBEE は、極めて特

徴的であるため、商標 JOLLIVI LLE と混同される可能性は低い。したがって、混

同を生じる類似性の判断は、とりわけ本件のように競合商標における支配的な視

覚的特徴が明らかに異なっている場合には、商標の称呼上の類似だけを根拠とす

べきではない。」 

      

 

 IPOPHL は、Jolliville は、商標 JOLLIVI LLE が 1986 年に最初に使用されてお

り、所有者の Jolly Ting 氏のファーストネームと「VILLE」との組合せから、所

有者の事業の種類を示唆する造語が生まれた経緯を説明することができたと判断

した。Jolliville は不動産業に従事しており、一方の Jollibee はファストフード・

レストランチェーンとして知られている。IPOPHL は、Jollibee が、JOLLIVI LLE
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と JOLLIBEE のサービスが関連づけられたことを示す証拠を提出しなかったこと

を指摘した。また、Jollibee は、自己の登録商標 JOLLIBEE の権利が商標

JOLLIVI LLE によって損なわれた、または損なわれる可能性があることを示すい

かなる証拠も提出しなかった。 

 

 IPOPHL は、本件を決定する際に、要部観察を適用しているものの、商標間の

全体的な視覚的相違点も考慮に入れており、共通する最初の 5 文字 J-O-L-L- I だ

けを判断の根拠とはしなかった。さらに、本件の決定では、競合商標が用いられ

るそれぞれの役務の対象顧客の違いについても分析が行われた。その結果、商標

JOLLIVI LLE は「堅実な仕事に就き、多額の資金を有する大人」を対象とするの

に対し、JOLLIBEE およびマスコットの蜂の図案は「遊び心に満ちた、子供たち

にとって魅力的なもてなしへと消費者を惹きつけている」と判断された。また、

IPOPHL は、「Jollibee の製品またはサービスを利用する人は、その製品または

サービスが Jolliville のものと誤解することなく、自分が購入または利用したい製

品またはサービスであるという理由で、Jollibee の製品またはサービスを利用す

るであろう」と強調した。 

 

Elpidio F. Untalan vs. San Miguel Foods, Inc. and San Miguel Mills, 

Inc.事件（Appeal No. 14-2014-0026、2017 年 6 月 27 日） 

 

 審決および法理：IPOPHL は、RED DRAGON という同じ語句の使用および競

合商標が用いられる商品の関係性に基づき、商品の出所または産地に関して需要

者の混同を招くという理由で、双方の商標は混同を生じるほど類似していると認

定した。IPOPHL は、双方の商品は国際分類第 30 類に属しており、一方は他方

の必須成分であるため密接に関係しており、需要者はこれらの商品が同じ出所の

ものであると誤った推定をする可能性があると結論づけ、「双方の商品が同じ出

所のものであると購入者が合理的に推定できる場合、損害のリスクには商品の混

同だけでなく、知名度の混同も含まれる」と述べた。 
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 IPOPHL は、双方の商標には、需要者の注意を引きつけやすい RED DRAGON

という語句が含まれていることを指摘し、これらの商標が混同を生じるほど類似

しているという審査官の決定を支持した。とりわけスーパーマーケット、食料雑

貨店、その他の小売店といった同じ販売ルートで、競合商標を付した商品が取引

されるため、購入者は一方の商標を他方の変形例である、またはその逆として関

連づける可能性が極めて高いと判断された。 

 

結論 

 

 同一性または混同を生じる類似性の判断は、主として判例に準拠している。上

記の事件で述べたように、最高裁判所は混同を生じる類似性の考察において、一

貫して適用される 2 つの判断基準を生み出した。一方の要部観察は、商標の要部

に焦点を絞り、他方の全体観察は、商標を全体として考察する。 

 

 しかしながら、最高裁は一貫して、実際には絶対的な判断基準は存在しないこ

とを指摘しているため、各事件はその固有の実体的事項に基づいて判断しなけれ

ばならない。したがって、判例は、明らかに当てはまる場合に限り適用すべきで

あると言える。 

 

 商標の類否判断に関する判例を調査した結果、最高裁が混同の存在を認定する

際の一般的な方法として、以下の指針が導き出される。 

 

1． 最高裁は、まず、商品の性質について緻密に考察する。判例により生み出さ

れた基本的な分類は、商品が一般的な日用品（直ぐに購入可能な既製商品）
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か、または高額商品（慎重に検討および調査した後で購入する商品）かであ

る。 

 

2． 商品の性質が定まると、最高裁は次に、当該商品に対する買い手の必然的な

行動を検討する。一般的な日用品は注意を払わずに購入されることが多いの

に対し、高額商品または医薬品は注意を払って購入されることが指摘されて

いる。それゆえ、一般的な日用品に用いられる商標の要部の類似は、買い手

が細かな相違に注意を払わないことが多いため、混同を認定する上で十分で

ある。一方、高額商品または医薬品に用いられる商標が混同を生じるほど類

似かどうかについては、要部の比較だけでは不十分な場合が多い。かかる商

品の買い手は、商品全体を慎重に調べるため、最高裁は他の要素も考察す

る。 

 

3． したがって、商品と買い手との関係に拠って、最高裁は要部観察または全体

観察のいずれかを適用する。 

 

 

(編集協力：日本技術貿易株式会社) 

 


